
豊橋市次世代自動車等購入補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊橋市補助金等交付規則（平成７年豊橋市規則第８号）に定めるもの

のほか、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車又は電動バイク（以

下「次世代自動車等」という。）を購入する者に対し、豊橋市次世代自動車等購入補助金（以

下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、次世代自動車等を購入し、使用する個人、中小企業等の事業者及び

リース事業者に対して、その経費の一部を補助することにより、次世代自動車等の導入促

進及び普及啓発を図り、もって、地球温暖化防止対策の推進に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）電気自動車 搭載された電池によって駆動する電動機を原動機とする検査済自動車

（道路運送車両法（昭和 26年法律第 185号）第 60条第１項に規定する自動車検査証

の交付を受けた道路運送車両法第２条第２項に規定する自動車をいう。以下同じ。）

で、内燃機関を併用するものを除いたものをいう。 

（２）プラグインハイブリッド自動車 外部電源からの充電を可能としたハイブリッド自

動車（エネルギー回生機能を有する４輪以上の検査済自動車であって、自動車検査証

の型式欄にハイブリッド自動車の識別番号が記載され、又はハイブリッド自動車であ

る旨が記載されているもの）をいう。 

（３）燃料電池自動車 搭載された燃料電池によって駆動する電動機を原動機とする検査

済自動車をいう。 

（４）電動バイク 搭載された電池によって駆動される電動機を原動機とする型式認定を

取得している原動機付自転車（道路運送車両法第２条第３項に規定する原動機付自転

車であって、豊橋市市税条例（昭和 25年豊橋市条例第 25号）第 75条第１項に規定す

る標識を取り付けているもの）で、第二種原動機付自転車を除いたものをいう。 

（５）初度登録 初めて道路運送車両法第４条の規定による自動車登録ファイルに登録す

ることをいう。 

（６）中小企業等の事業者 市内に本社、本店、支店、営業所、工場、事業場等（以下「本

社等」という。）を有している者で、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 中小企業信用保険法（昭和 25年法律第 264号）第２条第１項第１号に規定する会社

及び個人（同項第２号に規定する政令で定める業種に属する事業を主たる事業とする

ものを除く。）又は同項第２号から第 11号までに掲げる者 

イ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32年法律第 185号）第３条第１項に規定す

る者 



ウ 農業協同組合法（昭和 22年法律第 132号）第４条に規定する者 

エ 水産業協同組合法（昭和 23年法律第 242号）第２条に規定する者 

オ 学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第１条に規定する学校、同法第 124条に規定

する専修学校又は同法第 134条第１項に規定する各種学校を設置する者 

カ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設を設置

する者 

キ 社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第２条第２項に規定する第一種社会福祉事業

又は同条第３項に規定する第二種社会福祉事業を経営する者 

ク 医療法（昭和 23年法律第 205号）第１条の５第１項に規定する病院若しくは同条第

２項に規定する診療所、同法第１条の６に規定する介護老人保健施設又は同法第２条

第１項に規定する助産所を設置する者 

（７）リース事業者 借受人を自動車又は原動付自転車の使用者として行う自家用自動車

又は原動付自転車の貸渡しを業とする者 

 

（補助対象者等） 

第４条 補助対象者、補助対象車両、補助対象経費、補助金の額及び補助限度額については、

別表第１に定めるとおりとする。 

  

（補助金額の加算） 

第５条 別表第２に掲げる要件を満たす場合、前条に規定する補助金の額に同表加算額を加

算する。 

 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者という。）は、電気自動車、プラグ

インハイブリッド自動車又は燃料電池自動車の初度登録日（電動バイクにあっては新車登

録日）の翌日から起算して２か月以内に、補助金交付申請書（様式第１－１又は様式１－

２）に次の書類等を添付して、市長に提出しなければならない。ただし、天災その他のや

むを得ない理由があると特に市長が認めるときは、この限りではない。 

（１）自動車検査証又は標識交付証明書の写し 

（２）車両販売店の発行した領収書の写し 

（３）領収金額内訳書（様式第２） 

（４）電動バイクにあっては、保証書の写し 

（５）中小企業等の事業者及びリース事業者にあっては履歴事項全部証明書（個人事業者

にあっては、直近年の確定申告書の写し） 

（６）個人にあってはとよはしエコファミリー宣言書（既に登録済の者は、とよはしエコ

ファミリー登録証の写し） 

（７）リース事業者にあっては、賃貸借契約書の写し 

（８）リース事業者にあっては、リース料金の算定根拠明細書（様式第３） 

（９）リース事業者にあっては、借受人（使用者）が当該補助金の補助対象者の条件に該



当していることを証明するもの 

（10）太陽光設置加算を申請する場合、電気事業者発行の電力需給契約を証明する書類等

の写し 

（11）外部給電装置購入加算を申請する場合、 

ア 販売店の発行した領収書の写し 

イ 当該装置の保証書の写し 

（12）その他市長が必要と認めたもの 

２ 市外に本社、本店又は主たる事務所を置く中小企業等の事業者においては、市内に支店、

営業所、工場、事業場等を１年以上有していることを確認できるものを提出しなければな

らない。 

３ 補助金の交付の対象数は、次の各号に掲げる項目ごとに、個人にあっては１人１台、中

小企業等の事業者にあっては１事業者１台とする。ただし、第９条の規定による当該車両

の使用の期間が経過している場合は、この限りではない。また、財産処分に伴い処分を行

い、第 12条に定める補助金の返還が発生する場合においても、補助金の返還をしたものは

新たに補助金を受けることができるものとする。 

（１）電気自動車、プラグインハイブリッド自動車又は燃料電池自動車 

（２）電動バイク 

４ 市長は、第１項の交付申請書を先着順に受け付けるものとし、予算の範囲を超えるとき

は受付を停止することができる。 

 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、及び必

要に応じて調査等を行い、適当と認めたときは、次世代自動車等購入補助金交付決定通知

書（様式第４）により当該申請者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第８条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

速やかに次世代自動車等購入補助金請求書（様式第５）を提出し、市長は、これに基づき

補助金を交付するものとする。 

 

（使用の期間） 

第９条 補助事業者は、当該補助対象車両を次の各号の期間継続して使用しなければならな

い。 

（１）電気自動車、プラグインハイブリッド自動車又は燃料電池自動車においては４年間 

（２）電動バイクにおいては２年間 

 

（財産処分の制限） 

第 10条 補助事業者は、前条に定める使用の期間内において、補助事業により取得した財産

を、補助金交付の目的に反して使用し、売却し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は



担保に供してはならない。（以下「処分等」という。） 

２ 補助事業者は、前項に規定する処分等をする場合は、あらかじめ処分承認申請書（様式

第６）に必要書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、天災等による破損等、

自己の責めに帰さない事由で補助対象設備を処分等する場合は、事後の提出でよいものと

する。 

 

（補助金交付の取消し） 

第 11条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付の条件に違反したとき。 

 

（補助金の返還） 

第 12条 市長は、補助金交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関

し、既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し期限を定めて当該補助金の全

部又は第９条に定める使用の期間を月数に換算したものから既に使用した月数を減じた期

間に相当する補助額（千円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てるものとする。）

の返還を命ずるものとする。 

 

（加算金） 

第 13条 補助事業者は、前条の規定により補助金の返還を命ぜられたときは、豊橋市補助金

等交付規則第 16条の規定に準じて、加算金を市に納付しなければならない。 

 

（調査等） 

第 14条 市長は、補助金の適正かつ円滑な運営を図るため、必要に応じて補助事業者に対し

報告を求め、又は調査を行うことができる。また、補助事業者は、市長の求めに応じなけ

ればならない。 

 

（協力要請） 

第 15条 市長は、補助事業者に対し、補助金に関するアンケート調査、データ提供等の協力

を求めることができる。 

 

（雑則） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 



  この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２８日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（適用） 

２ この要綱は、平成２４年４月１日以後に購入した電気自動車等から適用する。 

附 則（平成２４年７月３１日決裁） 

この要綱は、平成２４年８月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２８日決裁） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２８日決裁） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２７日決裁） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年２月１日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（適用） 

２ 改正後の豊橋市電気自動車等購入補助金交付要綱（以下「改正後の要綱」という。）の規

定は、平成２８年４月１日以降の交付申請から適用する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際、改正前の豊橋市電気自動車等購入補助金交付要綱の規定により作

成されている様式第５は、改正後の要綱の規定にかかわらず、当分の間、これを使用する

ことができる。 

附 則（平成２８年３月３１日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（豊橋市電動バイク購入補助金交付要綱の廃止） 

２ 豊橋市電動バイク購入補助金交付要綱（平成２７年３月２７日決裁）は廃止する。 

附 則（平成２９年３月２９日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の豊橋市次世代自動車等購入補助金交付要綱の規定による豊橋市次世代自動車等

購入補助金の交付は、平成２９年４月１日以降に同補助金に係る電気自動車、プラグイン

ハイブリッド自動車、燃料電池自動車の初度登（電動バイクにあっては新車登録）をする

者から適用し、同日前に購入した者については、なお従前の例による。 

附 則（平成３０年３月２８日決裁） 

（施行期日） 



１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（適用） 

２ 改正後の豊橋市次世代自動車等購入補助金交付要綱の規定は、平成３０年４月１日以降

の交付申請から適用する。 

附 則（平成３１年３月２８日決裁） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月２７日決裁） 

（施行期日） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年５月２５日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

（適用） 

２ 改正後の豊橋市次世代自動車等購入補助金交付要綱の規定は、令和２年６月１日以降の

交付申請から適用する。 

附 則（令和２年 12月 23日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の豊橋市次世代自動車等購入補助金交付要綱の規定により

作成されている様式第１－１、様式第１－２、様式第３、様式第５、様式第６は、改正後の

豊橋市次世代自動車等購入補助金交付要綱の規定にかかわらず、当分の間これを使用する

ことができる。 

附 則（令和３年３月２９日決裁） 

（施行期日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日決裁） 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年４月２８日決裁） 

 （施行期日） 

  この要綱は、令和４年５月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第４条関係） 補助対象者等 

補助対象者 

１．自ら使用する目的で購入する個人で、次に掲げる条件を満たすもの 

（１）初度登録をする時点（電動バイクにおいては標識交付証明書が交付

される時点）において市内に住民登録があり、かつ、居住している者 

（２）当該自動車等の自動車検査証に記載される使用者（電動バイクにお

いては、リースの場合を除き標識交付証明書に記載される納税義務者）

であること 

（３）豊橋市税を滞納していない者 

（４）とよはしエコファミリーに登録されている、又は本事業完了までに

とよはしエコファミリーの登録手続を行う世帯に属する者 

２．事業に使用する目的で購入する中小企業等の事業者で、次に掲げる条

件を満たすもの 

（１）初度登録をする時点（電動バイクにおいては標識交付証明書が交付

される時点）において市内に本社等を有している者 

（２）当該自動車の自動車検査証に記載される使用の本拠の位置が豊橋市

内であること 

（３）豊橋市税を滞納していない者 

３．上記１、２に該当する個人及び事業者に貸与するリース事業者であっ

て、次に掲げる条件を満たすもの 

（１）月々のリース料金から当該補助金相当額分以上の値下がりを反映す

ること 

（２）第９条に定める使用の期間以上賃貸借契約をすること 

（３）豊橋市税を滞納していない者 

補助対象車両 

 ※新車に限る 

電気自動車、プラグインハイブリッド自動車又は燃料電池自動車で、初度

登録を受け、自動車検査証を取得する車両 

電動バイクで型式認定を受けており、標識交付証明書を取得する車両 

補助対象経費 

車両本体価格 

※消費税及び地方消費税を含む 

※車両本体価格から値引きがある場合は、値引き後の価格 

補助金の額※ 

電気自動車、プラグインハイブリッド自動車又は燃料電池自動車において

は、補助対象経費の５％ 

電動バイクにおいては、補助対象経費の２５％ 

補助限度額 

① 電気自動車 ６０,０００円  

② プラグインハイブリッド自動車 ３０,０００円 

③ 燃料電池自動車 ２００,０００円 

④ 電動バイク ２０,０００円 

※算出した金額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数金額を切り捨てるものとする。 

 

 



別表第２（第５条関係）補助金額の加算 

 

項目 要件 加算額 

太陽光設置加算 （１）電気自動車又はプラグインハイブリッド自

動車を購入する個人若しくは中小企業等の事業者

で、申請時までに自ら居住する住宅又は事業所に

太陽光発電設備を設置していること。（ただし、初

めてこの加算分の補助を受ける者に限る。） 

（２）前項の太陽光発電による電気が、設置された

住宅等において消費され、かつ、連系された低圧配

電線に、余剰の電気が逆流されるものであること。 

２０,０００円 

外部給電装置購入加算 （１）電気自動車、プラグインハイブリッド自動車

又は燃料電池自動車を購入する個人若しくは中小

企業等の事業者で、外部給電装置を購入した者。

（ただし、初めてこの加算分の補助を受ける者に

限る。） 

（２）外部給電装置の購入日（保証書の保証開始

日）より２か月以内であること。 

（３）国の補助事業における補助対象機器として

一般社団法人次世代自動車振興センターにより登

録されているものであること。 

２０,０００円 


